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2桁成長を続ける強さの原動力は
サポート体制と日本国内の開発力
トレンドマイクロのウイルス対策ソフトの売上は毎年、2

桁の伸び率を続けています。昨年はグローバル市場全体で

17％伸び、日本でも同じくらい売上が伸びました。ウイル

ス対策ソフトは、大企業はもちろんのこと中堅・中小企業で

もすでに導入済みの企業が多いのではと思います。しかし、

それにも関わらずウイルス対策ソフトの売上が増加傾向に

あるのは、2003年くらいからフィッシングやスパイウェア

による被害が増えてインターネットの新たな脅威となってき

たことが要因の一つとしてあげられます。

特にウイルス対策ソフトは、お客様にとって継続性が必須

になりますから、長い目で見たときにお客様にとって信頼で

きるソフトメーカーであることが重要なポイントになります。

その点、トレンドマイクロはサポート体制がしっかり確立し

ているので、電話応対の仕方やレスポンスの良さなどをお

客様から高く評価していただいています。

さらにトレンドマイクロは、国内に専門の技術陣を揃えてい

ますので、日本のセキュリティ環境の変化に迅速に対応した

ソリューションをいち早く提供することができます。たとえば、

最近、日本では、Winnyを悪用するウイルスによる情報漏え

いが大きな問題となっています。その対応としてトレンドマイ

クロは今年3月2日に、社内ポリシーでWinnyの利用を禁止

している企業において、社内ネットワークでのWinny利用を

防止するためのツールとして『アドバンス検索ツール』を『ウイ

ルスバスター Corp. アドバンス』（および同サーバ版）に同梱し

て提供、すでに『ウイルスバスター Corp. アドバンス』をご利

用のお客様にも、本ツールを無償でダウンロード提供すると

いう発表を行いました。本ツールは日本国内で開発したもの

であり、日本のセキュリティニーズにいち早く対応できる態勢

がトレンドマイクロの大きな強みとなっています。さらに今後

は製品だけでなく、ウイルス対策製品の土台となるパターン

ファイルなども、日本で作成から検証までを行えるようにした

いと考えています。そうすることで、お客様に対してさらにス

ピーディな対応が可能になると思います。

高い技術力とネットワークセキュリティで
法人市場で高い評価と実績を誇る
日本では『ウイルスバスター』の認知度が高いので、トレン

ドマイクロの製品はコンシューマ向け中心のイメージがある

かもしれませんが、トレンドマイクロ全体での製品別の売上

高を見ると、コンシューマ向け製品の売上が占める割合は

22%で、78%が法人向け製品で占められています。

また、トレンドマイクロは、インターネットゲートウェイの

分野で、最初に技術特許を取得して製品を世に送り出しまし

た。同分野の製品は北米、ヨーロッパ、アジア、そして日本で

もNo.1のシェアをずっと維持しています。そのうえ、『Lotus

Notes』や『Microsoft Exchange』に代表されるメッセージ

ングソフトのセキュリティ対策の分野でも、トレンドマイクロ

の製品はグローバル市場でNo.1のシェアを誇っています。

トレンドマイクロはもともと法人向け製品分野に強い力を持

っており、特にネットワーク系のセキュリティ対策では他社に

先駆けて優れた技術をもっています。2年程前にシスコシス

テムズと独占契約を結び、同社にOEM（Original Equipment

Manufacturer：相手先ブランド製造）製品を提供している

のも、こうした背景があるからです。今年2月には新たなOEM

製品もリリースしました。その意味では、トレンドマイクロの

ネットワークセキュリティ技術の高さが改めて証明されたと

自負しております。

パートナー様との協業により
新しい付加価値サービスをつくる
トレンドマイクロの米国におけるビジネス展開は大企業から

開始し、その裾野を徐々に広げており、昨年からはコンシュー

マビジネスにも力を入れるようになりました。米国市場での営

業方法は主に、各企業のCIO(Chief Information Officer)に

製品の技術的な説明をして、それを理解してもらったうえで製

品を購入していただいております。また、専門家から直接サポ

ートしてもらいたいという要望が圧倒的に多く、各企業とダイ

レクトにお付き合いするケースが多く見られます。

しかし、昨年秋にマイクロソフトの『Small Business

Server』に、簡単にインストールできるセキュリティ対策製品

をリリースしたところ、この拡販にはパートナー様の協力が不

可欠になってきました。そのため、欧米ではパートナー様施策

の重要性に気づき、ようやく力を入れるようになってきました。

一方、日本では、多くの企業がハードウェアやソフトウェア

を含めてひとつのソリューションをワンストップで提供して

ほしいという要望が強く、以前からパートナー様との協業を

重視して取り組んでおります。現在では、パートナー様と一

緒に新しい付加価値サービスをつくりあげるフェーズに入っ

ていると思います。特にウイルス対策ソフトは、他のソフトウ

ェアと違って、継続的なライセンスビジネスが見込めます。

また、それに付随した管理ツールやレポーティングツールを

プラスアルファしてお客様に提供することも可能です。その

意味では、大塚商会様のパートナー様にとっても、メリットが

あるユニークな商材だと思います。

コアテクノロジーとパートナー様の得意分野とで
高付加価値の製品やサービスを提供したい
昨年、私どもの社長がエバ・チェンに替わり、「お客様

に満足いただけること」を目的に、顧客の行動の違いを判

断し、それぞれのニーズに応じたソリューションを提供で

きる組織編制を実施し、始動しました。今年はその結果が

さまざまな製品やソリューションとなってリリースされる

予定です。

ウイルス対策ソフトを企業のネットワーク環境に応じて

カスタマイズしてほしいという要望をお持ちのお客様もい

らっしゃいますので、今後は、そうした要望にもお応えし

ていきたいと考えています。また、ネットワーク上のさま

ざまなデータをモニタリングして、それに基づいた適切な

セキュリティ対策をお客様にアドバイスするサービスなど

にも力を入れていきます。いわゆるテクニカルの集合体で

あるプロダクトではなく、柔軟にカスタマイズが可能なバ

リューの高い製品を提供していきたいと考えております。

セキュリティ管理ツールの一元化や、ログデータを収集し

てレポーティングするといったバリューを可能にできたの

も、トレンドマイクロでは集中すべきところにリソースを

投入しているからなのです。そうした私どものコアテクノ

ロジーと、パートナー様の得意分野を組み合わせることで、

バリューで勝負する次のステージへ進むことができると考

えます。

お客様の要望を一番ご理解されているのは、大塚商会様

をはじめとするパートナー様です。そのため、パートナー

様が熟知しているお客様の意見を積極的に取り入れながら、

大手企業や中堅・中小企業用にセグメント分けをうまく行

い、パートナー様と一緒に付加価値の高い製品やサービス

を提供していきたいと考えています。
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Up Front Opinion

顧客視点の徹底、パートナー様との
協業強化によりさらなる成長へ舵をきる
トレンドマイクロ株式会社（以下、トレンド

マイクロ）は、セキュリティを取り巻く環境の

変化に対応した事業展開として、製品切り

口ではなく、顧客ニーズを切り口とした組

織体制、サービス事業を強化する方針を

打ち出しています。そこで、同社日本代表の

大三川 彰彦 氏に、日本のセキュリティ市

場におけるトレンドマイクロの優位性や新

体制の肝となるパートナービジネスについ

て語っていただきました。

トレンドマイクロ株式会社
日本代表

大三川彰彦 氏



セキュリティとデータ管理の統合によりITインフラに
新たなビジネスソリューションを提供
現代は、情報と通信の社会が成熟しつつあり、ビジネスに

とってITは不可欠になってきています。ITはわずか十数年

で、ビジネスの基盤になるまで急激に成長してきました。大

手企業であれば、必要な人材をそろえ、設備投資を行い、IT

インフラを支える人や組織も整備されています。

しかし、まだまだ安全なITインフラが築かれているといい

きれる段階にないのが、ITインフラの現状です。ITをビジ

ネスに生かしていくためには、やはり安全、安心で信頼性の

高い堅牢な仕組みが必要です。

ITインフラとしての本来の役割と現状にはギャップが開い

てしまっていると感じています。つまり安全性、信頼性を脅

かすさまざまなセキュリティの脅威に対して、ITインフラと

それによって広がるネットワーク全体を、守っていくソリュ

ーションが強く求められています。これはシマンテックにと

って大変大きなビジネスチャンスと捉えています。

シマンテックは、今年4月にベリタスソフトウェア社との

法人統合を完了いたしました。セキュリティとアベイラビリ

ティを融合し、堅牢なITインフラを構築するために、それぞ

れのお客さまの異なるニーズに対して、そのニーズに合わ

せたソリューションを提供することがミッションなのです。そ

のために日本に根付いた企業として、日本市場に足場を築

くことが大変重要なことであると認識しています。

統合されたシマンテックが提供できるソリューションとし

て、たとえば、バックアップソリューション『Symantec

Backup Exec』とシステムリカバリソリューション

『Symantec LiveState Recovery』を組み合わせることで

中規模のディザスタリカバリーシステムを実現できます。ま

た、もはや基幹システムともいえる電子メールについては、

アーカイビングソリューションにアンチスパムのセキュリテ

ィを加えることで、電子メール全体を安全に利用できるソリ

ューションの提供が可能になります。

IT環境は企業ごとに当然異なります。ITに関わるシステ

ム全体を見て、シナジー効果が生まれるソリューションを提

供していくことで、ITインフラ全体の安全性と信頼性の底上

げを図っていかなければいけないと考えています。そして、

多くのお客様にとってITを、より使い勝手の良いITインフラ

にして、安全で安心して利用していただきたいと思います。

そのためには、今、導入ニーズの高い多くの中堅・中小企業

のお客様への対応が重要になってくると考えています。

日本市場の高いニーズに応えるため
人材と資力を投じてビジネスを展開
世界40ヵ国以上に渡って事業を展開しているシマンテッ

クのビジネスにおいて、日本の市場は非常に重要な市場と

して位置づけられています。シマンテックにとって、日本市場

は、アメリカに次いで世界第2位の市場であり、製品のサポ

ート面や品質に対するお客様の要求や期待度が、諸外国と比

較して非常に高いことが特長です。つまりサポート対応のレ

スポンスとクオリティが同時に求められているのです。こう

した厳しい要求に応えるために、ワールドワイドの中では類

を見ないほどの人材と設備を、テクニカルサポートに投資し

ています。

そのひとつとして2005年に、ワールドワイドのエンジ

ニアリングセンターの下部組織として、「シマンテックジ

ャパンエンジニアリングセンター」を日本に開設しました。

このエンジニアリングセンターの開設により、日本語環境

や国内ベンダーが提供している環境で検証済みの製品を、

迅速に導入・利用できるというメリットが提供可能になり

ました。

日本版SOX法対応として
コンサルティングサービスを提供
また、最近の市場の動きとしては、2009年から施行され

るという日本版SOX法についての、ご質問やご要望が増え

はじめています。シマンテックでは、「日本版SOX法導入支

援推進室」を設置し、日本版SOX法の導入準備を支援する

「ITリスクアセスメントサービス」の提供を開始しました。これ

は、「セキュリティポリシーレビュー」、「アプリケーション脆弱

性レビュー」など5つのコンサルティングを提供するものです。

現在のお客様の状況を見ますと、日本版SOX法に対して、

「どんな対応が必要なのか」、「どう対処すればよいのか」とい

うまだ模索の段階にあるようです。日本版SOX法への対応

は、長い期間をかけた企業全体の機構改革になると見てい

ます。そこで、どのようにデータを取り扱ったらよいのか、セ

キュリティの全体像はどうあるべきか、などの視点から、まず

第一段階としてアセスメントという形のコンサルティングサ

ービスを提供させていただこうと考えています。

法人向けビジネスの強化で
大塚商会様とパートナー様に大きな期待
シマンテックは、将来的に法人向け製品の割合をおよそ

75％くらいに高める目標を持って進めています。ですから、

法人市場への期待には、非常に大きなものがあります。ほと

んどの企業がITの活用を経営の戦略課題として位置付けて

おりますので、企業規模こそ違え、ITの重要度はまったく変

わらないものと考えています。

市場の裾野が非常に広い中堅・中小規模のお客様には、そ

れぞれの企業規模とニーズにあった、ＩＴインフラを守るため

のソリューションや、それを実現していくためのサービスを

提供していくことが大切だと考えております。

そのためにも、日本全国の販売パートナー様にできるだけ

多くの情報をご提供すべく、今後はさらに地方展開に力をい

れてまいります。製品セミナーの全国展開や、さまざまなセ

ールスツールのご提供、さらにはシマンテックとパートナー

様をつなぐ、シマンテックパートナープログラムの本格的な

整備も進めております。

もちろん当社だけで、サービスまでを含めたすべてをお

客様に提供することはできません。シマンテックの社員数か

ら考えても、できることには自ずと限界が生じてきます。お

客様ごとの条件やセキュリティの段階に応じた最適なサービ

スを提供するためには、パートナーの皆様のご協力が今まで

以上に重要になってくるものと考えています。とくに全国を

網羅している大塚商会様のパートナー様とは、一緒に協働し

ていくことの重要性をますます強く感じています。

シマンテックのセキュリティ製品や、バックアップを中

心としたアベイラビリティの製品を中心に融合されたひと

つのソリューションとして、大塚商会様とパートナー様との

協業によって、これまで以上に全国に広く展開させていた

だき、安全なITインフラの実現を目指していきたいと考え

ています。
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Up Front Opinion

安全性と可用性を武器にパートナー様とともに
より成熟したITインフラの構築を目指す
今やビジネスのインフラともいえるITには、

セキュリティとアベイラビリティの両立が強

く求められています。しかし、ビジネスにお

けるITインフラの重要性が高まる一方で、

安全性との間には乖離が広がりつつあり

ます。日本の企業の大部分を占める中

堅・中小企業のITインフラの整備と今後の

市場戦略について、株式会社シマンテック

代表取締役社長の木村 裕之 氏にお話を

伺いました。

株式会社シマンテック
代表取締役社長　
シマンテックコーポレーション
副社長

木村裕之 氏



19

特
集
／
適
切
な
情
報
管
理
が
社
会
的
信
頼
を
高
め
る
！

18

特　集 適切な情報管理が社会的信頼を高める！

企業の社会的な責務として
情報管理の重要性が高まる

現在、わが国では、e-Japan戦略に

基づく世界最高水準のIT社会が実現

しつつあり、ITの活用がビジネスの効

率化・高付加価値化をもたらしてい

る。たとえば、2005年4月から施行

されたe-文書法では、これまで紙媒体

での保存を義務付けていた帳票類に

ついて、一部の例外を除いて電子文書

による保存を認めている。これにより、

民間企業における帳票類の印字・流

通・保存にかかるコストが大幅に削減

され、企業間商取引の電子化がより一

層推進されるようになった。

ところが、情報が電子化されたこと

によって、新たな問題も出てきた。す

なわち、インターネットや外部メディア

を使って情報の流通が可能になったこ

とから、コンピュータウイルスの感染

拡大、機密情報の流出といった新しい

タイプのリスクが顕在化してきた。そ

のため、情報管理を適切に推進するこ

とが必要不可欠になっている。しかも、

各事業者から盗み出された個人情報

が売買されるようになり、その情報が

詐欺事件などに悪用されるケースが

急増してきた。その結果、不正アクセ

ス禁止法や個人情報保護法などが新

たに法制化されるに至った。個人情報

保護法では、各事業所に個人情報の安

全管理に対する監督責任が義務付け

られ、個人情報を適切に取り扱ってい

ない事業者には厳しい罰則が科せら

れる。さらに日本版SOX法では、

2009年3月期の決算報告から内部

統制報告書の作成が義務付けられる

ようになり、内部統制が有効に機能し

ているか評価するために、基幹系デー

タベースのアクセスログの収集などが

求められている。また、ISMS(註)やプ

ライバシーマークなど、社会的ベンチ

マークとしての情報管理の認証制度も

浸透してきた。その結果、法律や国際

基準に準拠した適切な情報管理を行

っていない事業所は、社会的な信用を

得ることが難しくなってきた。そのた

め、企業内における情報管理の重要性

がますます高まっている。

註）Information Security Management System＝
情報セキュリティマネジメントシステム

法令遵守の情報管理の徹底は
社会的信頼と企業価値を高める

このように今や情報管理の必要性

は、わが国の企業においても共通認識

となりつつある。しかし、その実態は、

コンピュータウイルス対策ソフトやフ

ァイアウォールといった製品の導入に

よる対策が中心であり、セキュリティ

ポリシーの策定やアクセスログの取

得・解析といった社内組織的な対策は

十分に行われていない状況にある。

特に中堅・中小企業では、専任のシス

テム管理者が不在のケースが多く、情

報管理が徹底しづらい状況にある。さ

らに昨今では、会社が支給したノート

PCを自宅に持ち帰ったり、個人用の

ノートPCを会社に持ち込んで仕事を

するケースが増えており、組織的な情

報管理がますます難しくなっている。

しかし、今や企業が適切な情報管理

を行うことは社会的な責務でもある。

むしろ、法令遵守の情報管理が求めら

れる時代だからこそ、組織的な情報管

理を積極的に行うことによって、顧客

や取引先からの信頼度アップにつな

がるのだ。その意味では、情報管理の

徹底は、社会的な信頼や信用を高め

る絶好のチャンスでもある。

個人情報保護法が完全施行されてから1年が経過した。しかし、スパ

イウェアをはじめとする新種のコンピュータウイルスが急増し、ウイルス

感染したWinny使用による情報漏えいの事故、事件が続発している。

そのため、企業の情報管理に対して社会から厳しい目が向けられてい

る。さらに、日本版SOX法の施行が間近に迫り、適切な情報管理に基

づいた内部統制の仕組みを早急に整備することが企業には求められ

ている。この時期、企業は情報管理にどのように取り組むべきなのか。

経済産業省の「企業における情報セキュリティガバナンスのあり方に

対する研究会 報告書」における情報セキュリティ対策ベンチマークを

参考にしながら、企業が取り組むべき情報管理のポイントをまとめた。

今なぜ企業内における情報管理が重視されているのか？
今やわれわれの経済活動や社会生活はITによって支えられているといっても過言ではない。しかし、電子化された情
報の流通によって利便性が高まる一方で、個人情報の漏えいなどによる社会的な弊害も出できた。そのため、情報管
理に関する法制化が進み、各企業は法令を遵守した適切な情報管理を行うことが、社会的信用力を高める時代とな
っている。

■情報管理社会の進展

98　99　2000　01　02　03　04　2005　06　07　08　09　2010

プライバシーマーク認定制度 

ｅJapan構想 

ISMS適合性評価制度 

不正アクセス防止法 

電子署名法 

ｅ文書法 

個人情報保護法 

企業改革法（SOX法） 

IT投資減税（3年） IT投資減税（3年） セキュリティ減税（2年間予定） セキュリティ減税（2年間予定） 

2000年以降、情報処理・管理に関する制度や法制化が進んでいる。IT機
器を利用した業務効率化が進めば、ますます情報管理の重要性と整備の
必要性は高まる。
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事項が多岐に渡る。このため各工程

の作業手順を明確に定め、それらが適

切に実施されているかどうかをチェッ

クする責任者を設置することが望まし

い。さらに、各工程の作業は決められ

た担当者だけが実施できるようにして

おく必要がある。具体的には、情報が

保管されているシステムや書庫にアク

セスできる人を制限したり、アクセス

できる情報を作業担当者ごとに制限

したりすることが求められる。また、

作業担当者にはそれぞれIDを付与し、

誰が作業を実施したのかわかるように

しておくことが望ましい。そして、重

要情報に対するアクセスの記録を定

期的にチェックし、不正なアクセスが

行われていないか、あるいは、権限外

の作業が行われていないか確認する

ことが有効な管理策となる。

さらに、事務所内の机上、書庫、会

議室など、身近な場所の整理整頓を

行い、重要な情報が記録されている

書類や記録媒体が他に紛れ込まない

ように注意する。その他、郵便物受け

の施錠管理、FAX着信物の早期回収、

プリントアウトした印刷物の早期回収

なども、社内に徹底することが望まし

い。また、書類や記録媒体の廃棄処理

が不適切であることが原因で情報漏

えいする事故も数多く起こっているの

で、書類や記録媒体はシュレッターな

どを使って粉砕処理することも忘れて

はならない。

情報セキュリティ対策は
従業員への教育が不可欠

情報管理の方針が決められたなら、

実際に企業内で情報管理を実行する

わけだが、その前に従業員に対する情

報セキュリティに関する取り組みやル

ールについて計画的な教育を行い、周

知徹底を図ることが肝心である。派遣

社員やパート社員、アルバイトを含め

た従業員に対する教育は、ポリシーや

関連規程の周知といった全体方針的

なものから、パスワードの管理や電子

メールを使用する際の注意点といっ

た実務上の項目まで幅広く実施する

必要がある。また、入社時の研修など

でウイルス対策やOSのパッチ(脆弱性

修正プログラム)を適切に実施するこ

とや、電子メールを使用する際の注意

点、パスワードを扱う際の遵守事項、

個人所有のPCの使用規定などを周知

徹底させることも重要である。さらに、

教育や研修は、すべての従業員に共通

のものと、管理職向けなどに分けて実

施すると効果的である。最近では、

PC上で好きな時間にマイペースで学

習できるeラーニングを利用する企業

も増えている。集合教育のように従業

員を一ヵ所に集める必要がないので

時間と経費を節約できるからだ。

ただし、教育は一度実施しただけで

100%の効果が得られるものではな

いので、法改正などの社会状況の変化

に応じながら定期的に実施したほうが

良い。また、すべての従業員の教育効

果を一定のレベル以上にするために、

効果を確認するためのテストを実施し

たり、何らかのインセンティブを設け

たりするなどの施策も必要だろう。

万一の事件や事故に備えて
事前に対策方法を準備する

そして万一、個人情報漏えいなどの

情報セキュリティに関連する事件や事

故が発生した場合の対策を事前に準

備しておくことも大切である。被害の

拡大を防ぎ、被害を限定的なものにす

るためには、組織全体として事件や事

故に必要な対応を適切かつ迅速に行

わなければならない。特に個人情報

漏えい事件では、事後の対応が遅れ

ると企業イメージが極端に悪くなり、

社会的な信用を大きく失墜させてし

まうことになる。そうならないために

は、事件や事故の形態ごとに実施すべ

き作業内容を明確にするとともに、現

場の社員がいざというときに対応作業

を円滑に実行できる体制を整えてお

くことが大切だ。

具体的には、社内の関係者への報

告、システムや業務の一時停止などの

緊急処置の実行手順、被害状況や原

因の調査と対策の実施、被害者への

連絡や社外への周知、業務の再開手

順などを明確にしておくとよいだろ

う。また、事件や事故の処理には、組

織的な対応が不可欠であるため、緊

急連絡網を準備しておくことも大切で

ある。

経営者が責任をもってコンプライアンスの
推進体制を整備する

適切な情報管理を行うためには、コ

ンプライアンス（法令遵守）の推進体

制を社内に整備しておくことが重要で

ある。情報管理に関してコンプライア

ンスが求められる法律としては、ソフ

トウェアの不正コピーの防止などを定

めた著作権法や、模倣品・海賊版商品

の輸入・販売の禁止などが盛り込まれ

た不正競争防止法、さらには個人情報

保護法、電子署名法、e-文書法などが

ある。これらの法律については、その

趣旨を正確に理解し、遵守に向けた取

り組みを実践する必要がある。その

実践にあたっては、経営層の中から責

任者を任命して社内に推進組織を設

置することが望ましい。なぜなら、コ

ンプライアンスの推進は、自社の経営

方針やビジネスプロセスなどと密接

に関わるからだ。そのうえで、個々の

対策を推進する責任者を任命すれば

効果的である。また、自社の情報管理

のニーズやプライオリティに応じて必

要なリソースを分配し、具体的な施策

を計画的に実施する必要がある。

情報セキュリティポリシーを
策定して定期的に見直す

企業内において効率的な情報管理

を実現するためには、情報セキュリテ

ィに関するポリシーや関連する諸規程

を定めて、それを確実に実践すること

が重要である。ポリシーや諸規程を定

める際には、他社の実例などのサンプ

ルをそのまま流用し、組織名や役職名

などを単純に置き換えるだけでは、自

社に合った効果的な情報管理を行う

ことは難しい。なぜなら、情報管理の

あるべき姿は、企業ごとにそれぞれ異

なるからだ。従って、自社の実情に合

ったポリシーや規程類を策定するた

めには、社内で十分な討議を行い、自

社の組織や業務との整合性を図る必

要がある。また、社長をはじめとする

経営陣がポリシーの策定に関与し、自

ら責任を持つことが肝要である。そう

しなければ、ポリシーを実践するため

に必要な予算や人材などのリソース

を投入することが難しくなるからだ。

また、ポリシーや諸規程は、情報管理

に関する法改正などに対応するため、

定期的に見直すことも必要となる。一

度策定すれば終わりではないのだ。

情報管理の責任者を決めて
不正なアクセスを監視する

責任者とポリシーを定めたなら、具

体的な管理策だ。現在、適切な管理が

行われていない書類や記録媒体から

個人情報が漏えいする事故が数多く

発生している。個人情報などの重要書

類については、記録媒体の管理方法

を明確にして厳正な管理を行う必要が

ある。個人情報保護法では、情報の取

得、利用時の手続きや本人からの開示

要求への対応など、企業の遵守すべき

【運用・管理的要素】 
　　情報管理ポリシーは、作成済みである。 
　　個人情報の取り扱い規定を定めている 
　　コンプライアンスの推進方法を整えている。 
　　ISMS（ISO27000）、プライバシーマークなどを取得済み、または取

得予定である 
　　個人情報などの重要書類、記録媒体の管理（保管や持出し許可、

廃棄）方法を明確にしている 
　　システム上の物理的なセキュリティ状況を把握できている 
　　情報管理ポリシーを、定期的に検証している 
　　個人情報、重要情報が漏えいした場合の対策を図っている 
【人的要素】 
　　従業員に自社のセキュリティの取り組みやルールについて継続的、

計画的に教育を行い浸透を図っている 
　　社内の情報管理の責任者は明確になっている 
　　感染Winnyソフトの危険性とともに、個人所有のPCに対して使用

規定が周知徹底されている。 

情報管理のためのベンチマーク チェックシート 1
（「企業における情報セキュリティガバナンスのあり方に対する研究会　報告書」経済産業省） 
をもとに編集部で作成 

管理責任者 

予算 

原因調査 被害把握 

社内外通知 組織的対応 

情報管理の作業マニュアル 

緊急時の組織的対策 

情報管理ポリシーの 
策定 セキュリティ教育 経営責任 

実情 
人 

通信ログの取得・管理 アクセスの制御 

管理責任者 

経営者 経営者 

情報漏えいなど不測
の事態の際の社内外
への組織的対応 

定期的な実施で
効果を高める 

運用管理ポリシーを人と組織に周知徹底させよう！
まず、情報管理ベンチマークの「運用管理要素」と「人的要素」からみた該当項目をチェックしていただきたい。もしもチ
ェックできる項目が少なければ、経営層の情報管理意識が低いと考えられる。以下のポイントを参考にしながら、早
急に情報セキュリティ対策を見直し、全従業員に周知徹底を図りながら確実に実践していくことが望まれる。
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■情報管理で企業価値を高める
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システム化で効率的な情報管理を実現しよう！
実際に情報管理の施策を展開するためには、ICカードを利用した入退室管理やウイルス対策ソフトの導入など、ITを
有効活用することが望まれる。それによって、情報管理を効率的に行うことが可能になるからだ。情報管理ベンチマー
クの「システム的要素」をチェックしたうえで、以下のポイントを参考にしながら情報管理のIT化を推進していきたい。

ICカードなどを利用した
入退室管理で情報を守る

重要な情報や設備がある場所は、

セキュリティ対策として、入室可能

な人をできるだけ制限したり、外部

からの侵入者に対する防護策を強化

するなど特段の配慮が必要となる。

具体的な対策としては、ICカードや

個人認証などを利用した入退館・入

退室管理や、赤外線や振動センサー

など防犯用の各種警報設備の設置な

どが挙げられる。防犯設備などによ

る侵入対策に加え、セキュリティ境

界内に入った人物が許可された人物

であるかどうかを一目で確認できる

ことも重要だ。よく利用される対策

としては、従業員とゲストを名札の

色で識別する方法がある。さらに、

記録を取ることは犯罪や不正行為の

抑止につながる。そのためには、IC

カードによる個人識別などを利用し

て、入退室時の記録管理を徹底する

といった取り組みが必要となる。特

に基幹業務システムや機密情報を保

有しているシステムは、一般の従業

員や来訪者から隔離し、容易に触れ

られない場所に設置することが重要

だ。廊下や打ち合わせ場所などのパ

ブリックエリアからは確実に隔離す

る必要がある。

ウイルス対策ソフトは
アップデートを怠らない

ウイルスやスパイウェア対策とし

ては、インターネットと社内ネット

ワークの接続点におけるゲートウェ

イ型ウイルス対策ソフトの導入や、

クライアントPC、サーバへのファイ

ル監視型ウイルス対策ソフトの導入

が基本となる。しかし、ウイルス対

策ソフトは、一度導入すれば安全だ

というわけではない。新種のウイル

スに対抗するためには、常に最新の

パターンファイルをアップデートし

ておかなければならない。そのため

には、パターンファイルの更新や情

報収集を行うための全社的な体制を

構築しておく必要がある。具体的に

は、インベントリ管理ソフトウェア

などを利用して、全社のPCが最新の

パターンファイルにアップデートさ

れているかどうか確認する。さらに、

社内で使用しているOSやソフトウェ

アについては、セキュリティを考慮

した設定や、パッチの適用といった

脆弱性対策も重要となる。

また、一般に市販されているウイ

ルス対策ソフトは、新種のウイルス

への対応において完全にウイルスを

検出、遮断できるとは限らない。そ

のため、ウイルスやワームに感染し

た場合に被害を最小範囲に留めるた

めには、発見から対応までの迅速な

行動が求められる。発見時にはネッ

トワークケーブルを抜くといった物

理的な行動に加えて、必要な対策を

関係者に指示する手順を明確にして

おく必要がある。社内に情報システ

ム担当者を抱える余裕がない場合は、

アウトソーシングによる監視サービ

スなどを導入するとよいだろう。

重要情報のやりとりは
暗号化して行うのが鉄則

インターネットを利用して本支店

間で通信したり、出張先のホテルな

どから社内ネットワークにアクセス

したりする場合は、VPNを導入して

経路を暗号化する必要がある。また、

重要なメールのやりとりについては、

添付書類を暗号化したり、メッセー

ジそのものを暗号化したりすること

も必要になる。多くの圧縮ソフトウ

ェアは、ファイルの暗号化機能もサ

ポートしているので、それらを活用

するのもひとつの方法である。さら

に、社内のネットワークにおいても、

重要な通信は暗号化するべきである。

たとえば、各部門の経理担当者が経

理サーバにアクセスする場合、担当

者から経理サーバまでのネットワー

ク経路が他の部門をまたぐことにな

る。このような場合、経路の途中で

多くの従業員に情報にアクセスする

機会をつくってしまう。こうした環

境では、たとえ社内LANであっても

VPNを導入して経路を暗号化する

か、スイッチングハブなどを利用し

て部門ごとにネットワークを分離す

ることが望ましい。特に無線LANを

使用している場合は、建物の外から

でも傍受できることがあるため、暗

号化通信の設定を必ず行うべきだ。

ユーザー認証を行って
アクセス制限を実施する

適切な情報管理を行うためには、利

用者ごとに割り当てられたIDとパスワ

ードによる認証を実施し、重要な情報

にアクセスできる利用者を限定する

必要がある。たとえば、人事データに

アクセスできる利用者を制限したり、

派遣社員と正社員が利用できるサー

ビスを区分するなど、利用者ごとにア

クセス制限を設ける。同じ業務アプリ

ケーションの中でも、閲覧だけ許可す

る人やデータ変更まで許可する人な

ど、権限区分を設定してアクセス制御

を行うことも重要である。また、従業

員の異動や退社によってIDが不要に

なった場合は、そのIDを使って不正に

アクセスされないように速やかに削除

しなければならない。一方、パスワー

ドについては、誕生日など第三者に推

測されやすいものは避けた方がよい。

数字や文字だけでなく、記号などを織

り交ぜたパスワードを設定するなどの

工夫が必要だ。

このようにシステムや機器の導入

によって効率的に情報管理を進める

と同時に、従業員へのセキュリティ

を重視する教育、および情報管理を

組織的に統括する責任者をはっきり

しておくことである。

【システム的要素】 
□　セキュリティの重要度が高い部屋には、セキュリティ対策が施され
ている 

□　セキュリティ対策としてワーム、スパイウェアなどの不正対策ソフト
を導入している 

□　セキュリティを考慮した設定や、パッチの適用といった修正プログ
ラム、脆弱性対策を実施している 

□　ネットワークデータに暗号化などの保護策をとっている 
□　情報データへのアクセス制限、認証手段を採用している 

情報管理のためのベンチマーク チェックシート 2

万全な情報管理を実現するために必

要となるシステム的要素は、データベー

スなどへのアクセスログの取得や、災害

対策としてのデータバックアップなど、他

にもいろいろある。

しかし、情報管理において重要なこと

は、単にシステムを導入すれば完了する

わけではないということだ。まず、経営者

が自ら責任を持ってコンプライアンスを推

進する体制を社内に整備し、その指針と

なる情報セキュリティポリシーを策定し、

情報管理における運用管理の仕組みを

整えておく必要がある。しかし、それを実

際に実行していくのは、従業員一人ひと

りである。したがって、情報管理における

人的要素としての従業員教育を計画的

に実施し、情報セキュリティポリシーを具

体化する施策を現場レベルで着実に実

行していく必要がある。しかし、人手によ

る取り組みには限界があるので、投資対

効果を考慮したうえで、ITを積極的に活

用したい。すなわち、情報管理における

システム的要素を上手に活用しながら、

情報管理を効率的に推進することが重

要なポイントになる。

このように、企業が適切な情報管理

を行うためには、「運用管理的要素」、

「人的要素」、そして「システム的要素」を

バランスよくとりながら、具体的な個々の

施策を着実に実施していくことが求めら

れる。逆に言えば、「運用管理的要素」

「人的要素」「システム的要素」のどれか

が欠如していると、コンプライアンスを実

現する最適な情報管理を行うために時

間がかかったり、困難になったりすること

になる。

今回の、情報管理ベンチマークを通じ

て自社の情報管理の現状を認識し、どの

要素に脆弱性があるかを判断して、それを

補うための取り組みを実施していきたい。

そうすることで、IT社会における社会的信

頼と評価を高めることができるのだ。

22

システム的 
要素 

運用管理的 
要素 

人的要素 
組織 

教育 ソリューション 

情報管理 

■情報管理の3要素

情報管理のベンチマークチェックシートの
内容は「運用管理」「システム」「人」の3つ
の要素に分かれている。各要素が重なり
合っている部分を確実に実行することで、
情報管理が実現できる。

3つの要素のバランスが
情報管理を確かなものにする



何でも相談、24時間対応、最新メディアを配送
Red Hat Enterprise Linux『Plus』シリーズの新サポート

応えたものだ。このサポートでは、新規・再インストール

時やErrataやアップデートに起因する問題が発生したと

きなどにテクニカルサポートを受けることができる。しか

し、『Red Hat Enterprise Linux』が、ミッションクリティ

カルなエンタープライズ用途に利用されるようになり、

24時間365日止まらないシステムを構築することが当

たり前の時代となった。そのため、夜21時以降のテクニ

カルサポートも提供してほしいという要望が出てきた。

そこで、テンアートニでは『Plus』シリーズに『Premium

Plus』を加えた。『Premium Plus』とは、夜21時から朝9

時までの時間帯で、専用サポートオペレータが待機し、サ

ーバトラブルによるシステムダウンなどの重大な障害（重

大性レベル1：お客様の生産システムの停止、重大な影響

を与えるような問題やシステム上のデータが失われ、解決

方法が行われていない状態。重大なセキュリティ侵害を引

き起こす可能性がある状況）に対応するサポートである。

電話問い合わせの際、テンアートニ側で蓄積してきたノウ

ハウをもとに、新たな調査を行わなくても済む内容につい

ては、原則的に1時間以内で回答する。これにより、お客

様は9時から21時までの日中のサポートとともに、24時

間体制のサポートシステムにより、安心して『Red Hat

Enterprise Linux』を運用することが可能になる。

『Red Hat Enterprise Linux』は、『AS』と『ES』、

『WS』の3種類あるが、この『Premium Plus』のサポー

トは、『AS』と『ES』の2種類を対象にしている。

ちなみに、レッドハット社にもPremiumサポートサービ

スがあり、『AS』のみを対象としている。朝9時から夕方

17時までが日中のサポート対応で、17時から朝9時まで

が重大障害のみの夜間対応となる。一方、テンアートニの

『Premium Plus』は、朝9時から夜21時まで日中のサポ

ートを行うので、4時間分手厚いサポートが受けられる。

■アップデートメディアを配送
国内初の新サービスを提供
さらにテンアートニでは、3つ目の新サービスとして、

「アップデートメディア・デリバリーサービス」を開始した。

同サービスは、『Plus』シリーズの新規購入時にWeb上で

ユーザー登録する際に、最新版のOSのメディアがほしい

と申し込めば、最新版のメディアをソース込みでフルセッ

トで提供するもの。もちろん、メディア代や送料などは一

切かからない。

レッドハット社では基本的なポリシーとして、出荷時に

初期版のメディアを配送している。例えば最新機種のハ

ードウェアでは、ドライバーなどの関係でアップデート3以

上のものでないとインストールできないものもある。そ

の場合、ユーザーは、自分自身でアップデート3以上のも

のをダウンロードしてインストールしなければならない。

こうしたことからレッドハット社の最新版のOSは、ユー

ザー自身がRed Hat Networkにアクセスしてダウンロ

ードしなければならない。しかし、最新版のOSはかなり

のボリュームになるため、ダウンロードするだけで数時間

かかり、それをメディアに取り込んでハードウェアにイン

ストールするまで相当の手間と時間がかかる。そのため、

初期導入時くらいは最新版のOSが入ったメディアを提供

してほしいという要望が数多くあった。

そこで、テンアートニでは、そうした問題を解消するた

めにお客様に対するサービス優先の視点に立った国内初

のサポートサービスとして今回提供するに至った。現在は

『ES』のみの対応だが、今後、ニーズがあれば『AS』など

にも対応していく考えだ。

今回紹介した『Plus』シリーズは、大塚商会 BP事業部

経由で購入できるので、パートナーの皆様は、他社との差

別化を図る商材として是非有効活用していただきたい。
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Open Source Solutions

■ハードベンダー5社と連携し、
障害切り分けサービスを開始

『Red Hat Enterprise Linux』は、エンタープライズに

適したLinux OSとして圧倒的なシェアを誇っている。テン

アートニでは、きめ細かなサポートサービスを提供してほ

しいというニーズに応え、さまざまなサービスを付加した

スペシャルサポートサービスRed Hat Enterprise Linux

『Plus』シリーズ(以下『Plus』シリーズ)を提供している。今

回、その中で新たな付加サービスとして、障害発生時の問

い合わせ先を一本化する、ハードウェア／ソフトウェア切り

分け支援サービスを3月30日から提供開始した。

これまで『Plus』シリーズでは、サポート範囲がOSのみ

だったが、何か障害が発生した場合に、その原因がOSな

のか、ドライバーなのか、あるいは、ハードウェアなのかお

客様側で判断することが難しいケースがある。そのため、

お客様から障害時の問い合わせ窓口を簡素化してほしい

という要望が数多くあった。今回の新サポートはその要望

に応えたもので、障害の原因がどこにあるのかわからな

い場合でも、テンアートニが一括して問い合わせを受け付

ける。そして、OS以外に起因する問題の場合は、その製

品を提供するハードウェアベンダーへハードウェア障害で

あるかどうかの確認作業を、テンアートニが代行する。そ

の調査の結果、ハードウェアに起因と判断した時点で、ハ

ードウェアメーカーのサポート部門と連携して問題点を把

握し、解決方法を提案する。これにより、障害時の迅速な

復旧を実現するのだ。しかも、『Plus』シリーズのユーザ

ーであれば、別途料金はかからない。

この新サービスが可能になったのは、主要なハードウェ

アベンダーである日本アイ･ビー･エム、NEC、日本HP、

日立製作所、富士通の5社とテンアートニがバックエンド

サポート契約を結び、各社と連携を図りながらハードウェ

アを含めた解決方法をお客様に提供できるようになった

からだ。そのサポート対象ハードウェアは、日本アイ・ビ

ー・エムのIBM xSeriesとIBM BladeCenter、NECの

Express5800シリーズ、日本ヒューレット・パッカードの

HP ProLiant サーバ、日立製作所のHA8000シリーズ、

富士通のPRIMERGYである。

■『Premium Plus』によって
24時間いつでもサポート！

『Standard Plus』のサポートは、朝9時から夜21時ま

で電話による問い合わせに対応するテクニカルサポート

を提供している。これは、現場で対応する技術者の要望に

テンアートニが提供しているスペシャルサポートサービスRed Hat Enterprise Linux『Plus』シリーズに、また

新たなサービスが付加された。いずれも、かゆいところに手が届く、お客様の視点に立った便利なサービスである。

是非、有効活用していただきたい。

何でも相談、24時間対応、最新メディアを配送
Red Hat Enterprise Linux『Plus』シリーズの新サポート

3

6

24お客様 
Premium PlusPremium Plus

サポート 
朝9時～夜21時 

夜21時～翌朝9時 
24時間365日の 
サポート対応が可能になる 
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● 専任技術者による9時から21時までのテクニカルサポート 
● サブスクリプション（購読権）は、更新１年目から10％の割引で提供、 
3年間での更新はさらに割安な定価設定 

● 1年、3年、5年の複数年契約は、単年度契約よりも安く、わずらわしい 
更新手続きも不要 

● SELinuxを導入者自身で有効的に導入・運用ができるよう支援する 
「システム構築サービス」「運用サポートサービス」のメニューを用意 

Red Hat Enterprise Linux『Standard Plus』のサービス＆サポート 

Red Hat Enterprise Linux AS
大規模なネットワークシステムやデータベース
ERP、CRMサーバなどを含むデータセンター
などのハイエンド･サーバソリューション。 

Red Hat Enterprise Linux ES
ファイルサーバ、メールサーバ、Webサーバな
どの幅広いネットワークシステムでのご利用に
最適なサーバソリューション。 

Red Hat Enterprise Linux WS
Linuxのパワーユーザ向けの、ビジュアライゼーション、
ソフト開発、及びエンジニアリングデザイン等の幅広い、
ハイパフォーマンスなアプリケーションに最適。 

・障害時の迅速な復旧が可能 

障害の原因を 
追求 

・日本IBM 
　xSeries／BladeCenter

・NEC 
　Express5800シリーズ 

・日本HP 
　HP ProLiantサーバ 

・日立製作所 
　HA8000シリーズ 

・富士通 
　PRIMERGY

ハードウェアサポート対象 対象ソフトウェア 

Red Hat   

Enterprise   

Linux Plus 

「AS」「ES」 

●Red Hat Enterprise Linux『Plus』シリーズ

システム障害で、原因がわかりにくい時は、とにかく問い合わせ。
テンアートニで障害の原因の切り分けを支援
※平日9時から21時までのサービスとなる

『Premium Plus』なら朝9時から夜21時までの日中のサポートに加
え、夜21時から翌朝9時までの対応で24時間サポート
※このサポート対象は「AS」「ES」のみ
※『Standard Plus』とは価格体系が異なる

登録時申込み 

最新メディア 

初期導入時のユーザー登録時に最新メディアを申し込めば、メディ
ア代、配送費無償で届けられるので、最新版をダウンロードする手
間や時間が省ける ※サポート対象は現在「ES」のみ

困った時は　障害切り分け支援サービス

●新サポート1

いつでも応答　『Premium Plus』

●新サポート2

アップデートメディアデリバリーサービス

●新サポート3

Red Hat Enterprise Linux『Plus』シリーズ



63

業
務
改
革
・
改
善
の
た
め
の
IT
活
用
と
は

62

コラム 業務改革・改善のためのIT活用とは

業 務 改 革 ・ 改 善 の た め の  

 IT活用とは 
 セキュリティとコンプライアンスに向けた取り組みの第一歩とは

第7回

田中 亘氏
筆者のプロフィール／筆者は、IT業界で20年を超えるキャリアがあり、ライターになる前はソフトの企画・開発や販売の経験を持つ。
現在はIT系の雑誌をはじめ、産業系の新聞などでも技術解説などを執筆している。得意とするジャンルは、PCを中心にネットワーク
や通信などIT全般に渡る。2004年以降、ITという枠を超えて、デジタル家電や携帯電話関連の執筆も増えてきた。

業務改革・改善のためには、どのようなIT活用の方法があるのだろうか。パッケージ化された

アプリケーションの利用によって、どこまで効率は上げられるのか。あるいは、ビジネス系アプリ

ケーションの使いこなしによって改善が図れるのか。そうした視点から、IT活用について考えて

いく。今月はセキュリティとコンプライアンスについて考察する。

セキュリティの最も基本となる
統合ID認証とは

個人情報保護法の施行に合わせて、

社内に散在する個人情報を一ヵ所に

統合したり、利用者制限を設けて安全

性を確保するため、何かしらの対策を

実施している会社は多いのではない

だろうか。セキュリティの基本は、「制

限」にある。これまでのIT活用の基本

は、必要な情報をいつでも誰でも簡

単に手に入れられることであった。し

かし、セキュリティという観点になる

と、それは反対になる。きちんと管理

された情報が、あらかじめ承認された

人だけに、必要最低限に届けられるこ

とが、もっとも重要な仕組みとなる。

そのために、ITでできることの第一歩

が、統合ID認証の確立である。

この統合ID認証とは、シングルサイ

ンオン(SSO)と呼ばれることも多い。

つまり、社内のネットワークにひとつの

ユーザー名とパスワードでログインし

て、すべての利用権が統合的に安全に

管理されている状態を目指すものだ。

いたってシンプルな目的だが、これを

実現している企業は少ない。たとえば、

社内のネットワークにはWindowsの

Active Directoryによるログイン処

理を行っているのに、社内ポータルで

は別のユーザーIDを入力し、さらにグ

ループウェアでも違うIDが必要にな

る、というケースは多いのではないだ

ろうか。さらに、業務用アプリケーショ

ンごとにユーザーIDが違う例も多い。

こうしたIDの乱立が起きてしまう背

景には、アプリケーションを導入した

時期の違いや、ネットワークを構築し

たときのアーキテクチャの違いがあ

る。多くの企業では、段階的にシステ

ムを導入してきたために、構築した時

点のオープンシステムに合わせて、ロ

グインIDやユーザー名の管理が、まっ

たくバラバラになっているのだ。もち

ろん、こうした会社の情報システムで

は、ユーザーIDに関する統一化され

たポリシーもなければ、しっかりとし

た管理も行われていない。

記憶に新しい某大手通信系企業の

情報漏えい事件でも、退職した社員の

ユーザーIDが残っていたために、不正

にアクセスされて顧客情報が流出して

しまったのだ。こうした事件を起こさ

ないためには、退職と同時にユーザー

IDが迅速に削除される社内体制を整

備することはもとより、IDそのものの

管理が一元化されていなければなら

ない。そのためには、全社規模で統合

化できるID認証基盤技術を導入する

必要が問われている。

コンプライアンスに欠かせない
業務処理の透明化とID認証の重要性

一方、日本版SOX法に向けた対策

のひとつに、企業としての説明責任や

承認プロセスの明確化といったテー

マがある。不正経理や利益操作がで

きないようにするためには、日々の業

務処理において適正な承認プロセス

が行われているか、経理担当者が単独

決済ではなく、複数承認によるチェッ

ク機構を維持しているかなど、業務の

流れを改めて見直す必要が出てきて

いる。こうした課題に対して、いまIT

ソリューションとして注目されている

のが、先月も紹介したワークフローシ

ステムである。

ワークフローシステムの基本は、電

子承認プロセスの実現にある。これま

で、紙で回覧していた稟議書や申請書

に伝票などの書類を電子化し、それを

設定した承認者に対してネットワークで

回覧し、承認を得て行く仕組みである。

いわば、電子伝票処理だ。ワークフロ

ーによる電子伝票処理の効果は、二週

間以上かかっていた承認時間が、半分

から二日という短時間になるというこ

とだ。その効果に加えて、いま注目さ

れているのが、コンプライアンスに貢

献するプロセスの透明化と説明責任の

実現である。

ワークフローがない会社では、ひと

つの売上や請求処理に対して、そのす

べてを紙に書いて明確化する必要があ

る。売上だけではなく、購買や借り入

れなど、決済に関わるすべての業務を

透明化し、その説明を明確にしていか

なければ、企業としてのコンプライアン

スは確立できない。それを手作業で行

うことは、現在の企業活動において不

可能とはいえないものの、膨大な手間

と時間とコストがかかることは事実だ。

それをさらに、定期的に監査しながら

報告書も作成することを継続していく

と考えると、IT化しなければ合理化も

省コスト化もできないのだ。こうした観

点から、ワークフローシステムの導入を

検討するケースも出てきている。

ワークフローの実現においても
重要になるシングルサインオン

ワークフローを導入するにあたっ

て、どのような製品を選ぶかは、実際

の作業において重要なポイントとな

るが、それに加えて重要なテーマが、

先に解説したシングルサインオンの

確立になる。ワークフローシステム

では、印鑑の代わりにログインしてい

る個人のユーザーIDが、すべての基

本になる。つまり、誰かが不正にログ

インして承認してしまえば、コンプラ

イアンスの根幹が崩れることになる。

反対に、適正なユーザーIDの管理が

行われていれば、代理承認や承認フ

ローの修正なども、きちんと記録さ

れ監査証跡として残すことができる。

このような目的において、すべての

基本がユーザーIDの正当性と健全性

になってくる。

さらに安全性を高めるのであれば、

社員ICカードや指紋認証などと組み

合わせて、PCの利用そのものをガー

ドすることが、必要になるケースもあ

る。もちろん、あまりにもセキュリテ

ィを固めすぎて、利用者の利便性を欠

いてしまえば、IT本来の利活用を促進

できなくなる心配はある。しかし、こ

れまでのオープン化一辺倒だったシ

ステム構築の方向性から、管理と監視

を前提としたシステム基盤を考える必

要が出てきている。シングルサインオ

ンは、理屈としては簡単な仕組みであ

るが、それを実際に全社規模で導入

するには、IT部門だけの努力では実現

されない。

人事や総務に危機管理室など、人

を司る部門との連携をとって、足並み

を揃えた導入への取り組みが求めら

れている。加えて、社員教育も重要だ。

単にIDカードやログイン認証で縛るの

ではなく、企業構成員としてどうある

べきか、セキュリティとコンプライア

ンスに対する意識や必要性を教育し

啓蒙していく活動も求められる。

こうした状況になってきたのも、IT

がこれまでのような「便利な文房具」

という役割を越えて、企業活動そのも

のに不可欠なインフラとしての責任を

担っているからだ。それだけに、企業

の中でITに関わる人たちにも、これま

で以上の意識や取り組みが求められ

ているのだ。

利用者 

シングルサインオン 
※ID／パスワードの自動送出により入力不要 

各種企業内システム ログイン認証画面 
※個別にID／パスワードを入力 

共有フォルダなど 

ログイン 

ログイン 

ログイン 

①Windows標準認証 

②社内業務用Web認証画面 

③Notesなどのグループウェア認証画面 

●シングルサインオンなら一度認証を受けるだけで、LANへの接続、社内Webなどの 
　すべての機能が利用できる 

シングルサインオンの場合 

通常ログインの場合 

通
常
ロ
グ
イ
ン 

社内Webなど 

Notesなどのグループウェア 

■統合ID認証（シングルサインオン）
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コラム 売れるショップに売れる人

先日、名古屋に本社を構える企業の経営者とお話しする機

会を持ちました。東京・大阪よりも景気が先行して良くなった

名古屋ですが、「何が原因なんでしょうね？」と質問したところ、

「近江商人の血が濃い場所だから…」と教えられました。「近江

の千両天秤」という諺がありますが、天秤棒一本あれば行商

で千両を稼ぎ、財産を形成するのが近江商人の真骨頂であり、

千両を稼いでも行商を続ける「継続は美」というDNAも有名

です。

「IT時代に近江商人とは」と呆れる人もいるでしょうが、果

たしてそうでしょうか？歩いて販路を広げることは、非常にリ

アルなビジネスです。近江商人が得意としたのは、商品に関

する需要と供給の状況、地域による価格差などを商業活動に

活用したことでした。リアルなビジネスで一定の販路を獲得

すると、蓄財した資本で、全国各地に積極的に支店を開設し

たことも近江商人の特長です。支店展開で成功すると、江戸

の日本橋、大阪の本町、京都の室町という三都にも進出する

豪商に成長したのが近江商人でした。

近江商人のビジネスモデルに「産物廻し」があります。持ち

下り荷（関西から関東や地方へ）・登せ荷（地方から関西や江

戸へ）など、地域間の需給と価格差に着目して生産地から消

費地へ生活必需品を流通させるのです。IT時代の現在は商圏

がワールドワイドに拡大しただけで、実態は近江商人の行為

と変わりがないようです。多くの近江商人は金融業・質屋な

ども経営していました。貸したお金の返済は、金銭だけでな

く、大豆などの現物で返させてもいました。大豆は醸造業に

関係深い原材料ですが、実際にそれに進出した近江商人もい

ましたし、明治以降、多くの商人が銀行を設立しました。

近江商人は、地方へ資本と技術を提供して、原料を移入し

製品を移出するというビジネスモデルも作っています。また、

紅、酒、油などの製造権も取得して、原料を仕入れ、技術者を

雇用して製造販売した近江商人もいました。近江商人たちは、

経営の範囲が広がると個人企業から何人かが資本を出し合

い、共同企業（乗合商合）を組織したそうです。近代資本主義

経済の先取りですね。組織は商人たちが自己の商権を守り、

相互の不要な競争をさける目的もありました。

成功した近江商人の家訓は貴重です。共通することは、勤

勉・倹約・正直・堅実・寛容です。代表的な家訓に「しまつして、

きばる」があります。どういう意味でしょうか？近江商人の商法

は、八幡商人・日野商人・五個荘商人など、活躍した時代や場

所により異なります

が、共通するのは遠い

地域間の価格差を利

用することと、商売相

手の利益を優先すると

いう考えです。つまり、

薄利の商売だったので

す。利益を上げるため

に、他人の嫌がる苦労

を進んで「きばり」、長

期的にみて経済の合

理性を求めることが

「しまつ」です。近江商

人にはケチという印象

を持つ人がいますが「しまつ」を誤解されたものなのです。

「三方よし」（さんぽうよし）という五個荘商人中村治兵衛の

家訓があります。「他国へ行商するもの総て我事のみと思はず、

其の国一切の人を大切にして、私利を貪ること勿れ…」という

のです。「売手によし」「買手によし」だけでなく「世間によし」

を考慮せよとは、まさに現代の企業に求められている姿その

ものだと思いませんか？

「富を好しとし、其の徳を施せ」は、八幡商人西川利右衛門

の家訓でした。商売が繁盛して富を得るのは良い事だが、そ

の財産に見合った徳（社会的貢献）をすることも重要だと教え

ます。業績が大きくなった分だけ、企業の社会的貢献という徳

を積みなさいということです。このことから、近江商人の現代

性が認められます。名古屋の経営者は「名古屋人はケチと話

す人がいるけど、冗談じゃない、使うべきところには使うとい

う信念が強いだけだ」と話します。「ケチ」と誤解されながらも、

近江商人の「しまつ」の商いに自負を持っているのです。

島川 言成
パソコン黎明期から秋葉原有名店のパソコン売場でマネージャを勤め、その
後ライターに。IT関連書籍多数。日本経済新聞社では「アキハバラ文学」創生
者のひとりとして紹介される。国内の機械翻訳ソフトベンチャー企業、外資系
音声認識関連ベンチャー企業のコーポレート・マーケティング部長を歴任。現
在、マイクロソフトのサイトで「Weeklyコラム」を連載している。また自身のブ
ログ「島川言成チャンネル」(www.shimakawagensei.com)を立ち上げて
いる。セキュリティ関連ベンチャー企業のマーケティング部門取締役、ゲーム
クリエーター養成専門学校でエンターテインメント業界のマーケティング講座
も担当。

現代に通じる近江商人の心意気 島川 言成 氏

第7回

昨年から今年にかけて、大手電機メーカ

ーの社長交代が相次いでいる。

ソニー、松下電器、日立製作所、東芝、パ

イオニア、三菱電機、三洋電機、そしてNEC。

企業名を羅列するだけで大手電機メーカ

ーの経営トップが一気に様変わりしたのが

わかるだろう。また、IT産業に関連したとこ

ろでは、キヤノン、エプソンもこの１年で社

長が交代していて、外資系でもデルやマイ

クロソフトといった主要企業で社長が交代

している。言い換えれば、社長が交代して

いない大手電機メーカーは、富士通、シャ

ープ、日本アイ・ビー・エムと限られた企業

になるといっていいかもしれない。

もちろん、新社長登板の事情は各社ごと

に異なる。ソニーやパイオニア、NECは、

今後の改革を担う役割が新社長に求めら

れているのに対して、松下電器、日立製作

所、東芝といった企業は、改革というより

も、成長戦略を担うことが新社長に課せら

れたとテーマとなりそうだ。そして、ソニ

ーのように外国人社長の登用というサプ

ライズ人事もあれば、NECのように前社

長の体調不良による突然の新社長登板も

ある。一方、松下電器のように、下馬評通

りの順当な社長人事も見られる。大手電

機メーカーの社長交代といっても、一概に

は、共通項で語れないところが多い。

しかし、その一方で、共通した要素もい

くつかある。そのひとつが、社長就任会見

の場で多くの新社長が触れた「創業時の経

営理念に基づく経営」という点だ。日立製

作所の新社長に就任した古川 一夫氏は、

「社長就任までの間、社史を紐解き、日立

創業の地を訪れました。創業者である小平

浪平が国産技術の振興を目指したときの

創業の理念を改めて思い起こしました」と

自らの経営のベースに創業時の理念を持

ち込むことを示した。

また、東芝の西田 厚聰社長も「東芝は、

創業以来、数多くの優れた技術と、高い品

質の商品、サービスを創出するわが国を代

表する電機メーカーに成長しました。

2005年に創立130年を迎え、この節目に

ふさわしい最先端の商品、技術を世に送り

出し、東芝というブランドがまた新たな輝き

を獲得できるようにしたいです」と語る。

一方、松下電器の新社長に就任する大

坪 文雄氏は、「環境変化が大きければ大き

いほど見失ってはいけないのが、創業者の

経営理念です」と、創業者である松下 幸之

助氏の考え方を、経営の根幹に置くことを

示して見せた。大坪次期社長は、創業者の

理念のなかでも、「衆知を集める」という言

葉を好み、自らの経営も「衆知を集めた経

営としたい」と語る。

NECの新社長となった矢野 薫社長は、

東大卒、通信畑出身の人間である。歴代の

NECの社長は通信畑出身の人間であった

が、前社長とその前の社長はコンピュータ

畑出身であった。2代続いたコンピュータ

畑出身の社長体制から、久しぶりにかつて

のNECの王道な社長人事に戻ったといえ

る。矢野社長は就任直後から、「NGN（次

世代ネットワーク）」といったネットワーク

関連のキーワードを連発しているため、

NECの原点ともいえるネットワーク事業を

成長エンジンとした事業形態へと回帰して

いることを感じさせる。

もうひとつの共通点として、大手電機メー

カー新社長に共通的に課せられたのがグロ

ーバル戦略だろう。何故なら、海外事業比率

の引き上げとともに、海外における成功がそ

のまま全社成長戦略につながるからだ。

新社長に海外での事業経験者が多いこ

ともそれを強く感じさせる。ウェールズ生

まれの米国人であるソニーのハワード・ス

トリンガーCEOは、米国でソニーを立て直

した実績はもとより、強いブランド力を誇

る北米市場を足がかりに復活の道を模索

するには最適な人物だといえる。松下電器

の大坪次期社長、NECの矢野社長も、海外

現地法人での社長経験者だ。また、東芝の

西田社長も、東芝の海外法人から入社した

という異例ともいえる経歴の持ち主であ

る。いずれも海外での深い経験が、新社長

の舵取りに生かされることになりそうだ。

実際、新社長からもグローバルを意識す

る言葉が相次いで聞かれている。「2010

年には、グローバルエクセレントカンパニ

ーを目指す」というのは松下電器の大坪次

期社長の言葉で、「世界のエクセレントカン

パニーとして輝くことを目標とする」という

のは日立製作所の古川社長の言葉である。

これらのグローバル展開を前提とした取り

組みが各社の成長戦略の鍵となりそうだ。

このように各社の置かれた立場は異なる

ものの、日本のものづくりの根幹ともいえ

る大手電機メーカー各社の創業時の理念

を経営に生かすこと、そして、それをベース

としたグローバル戦略を展開していくこと

は各社に共通したものだといっていい。

新社長体制となった大手電機メーカー

各社の新社長たちの手腕がどう発揮され

るのか注目したい。

第7回

大河原 克行氏
OOhhkkaawwaarraa KKaattssuuyyuukkii

ビ ジ ネ ス ト レ ン ド 最 前 線

大手電機メーカーの相次ぐ社長交代、
その共通項とは?

大河原克行（おおかわらかつゆき）

1965年、東京都出身。IT業界の専門紙である

「週刊BCN（ビジネスコンピュータニュース）」の

編集長を務め、'01年10月からフリーランスジャ

ーナリストとして独立。IT産業を中心に幅広く取

材、執筆活動を続ける。現在、PCfan（毎日コ

ミュニケーションズ）、月刊アスキー（アスキー）な

どで連載および定期記事を執筆中。著書に、

「ソニースピリットはよみがえるか」（日経BP社

刊）、「松下電器変革への挑戦」（宝島社刊）な

ど。



規模事務所でも手軽に利用できる。

一方、『Contractual License

Program 4.5』（以下CLP）は、お客

様とアドビ社が2年間の契約を結ぶこ

とで海外拠点や子会社、関連会社ま

で含めて適用されるライセンスプログ

ラムであり、4段階の価格レベルでデ

ィスカウントされる（表2）。CLPは初

回導入時に4万ポイント以上から適用

できる。契約期間中に追加オーダー

するとその分が累計ポイントに加算さ

れ、次の価格レベルのポイントに達す

ると、翌月からの購入時に新しい価格

レベルが適用される点がメリットだ。

従って、大量導入や追加導入が見込ま

れる場合は、CLPを選択した方が

TLPよりもメリットが多いといえる。

アドビ製品は、教育機関でも非常に

ニーズが多い。そのため、教育機関向

けライセンスプログラム『Adobe

Open Options 4.5 for Education』

が用意されている。TLPとCLPの両

方に対応しており、TLPは1ポイント

から、CLPは6,000ポイントから導入

が可能だ。またTLP、CLPの価格レ

ベルのポイント数設定も一般法人向

けよりも少なめに設定されていて利用

しやすい。ただし、旧マクロメディア

製品の教育機関向けライセンスプロ

グラムと『Adobe Open Options

4.5 for Education』では対象機関の

定義が異なる場合があるので事前に

確認する必要がある。

実際にアドビ製品をライセンス購入

する際には、自社のライセンスポイン

トが累計でどれだけあり、どの価格レ

ベルで購入できるか確認する必要が

ある。その手間を低減するため、エン

ドユーザや販売パートナーが、アドビ

社のライセンスプログラムページより

自動ポイント計算用PDFをダウンロ

ードすることによって、現在の累計ポ

イントを自動的に計算できる仕組みを

提供している。また、いざ『Adobe

Open Options 4.5』で製品を購入

するにも、ユーザーが既に保有してい

るライセンスを把握していないことも

あるだろう。この場合、過去の購入履

歴の確認が必要になる。これはエンド

ユーザが直接、アドビライセンスコー

ルセンターに電話で問い合わせるこ

ともできるが、大塚商会や販売パート

ナーを通じて問い合わせすることもで

きる。このため、販売パートナーがエ

ンドユーザが煩雑なライセンス管理を

行う手間を代行し、最も安価にライセ

ンス購入するためのアドバイスを行う

ことも可能だ。

また大塚商会には、アドビ製品の

CLP購入をサポートする専任のエキ

スパートがおり、アドビ社の契約担当

者と密接に連携を取っている。このた

め、CLPをはじめとするライセンス購

入に関するきめ細かなアドバイスが行

える。

お客様はもちろん、販売パートナー

様も、数々のメリットがもたらされる

ので、ライセンス購入を積極的に推進

されることをおすすめする。

自動ポイント計算などにより
ライセンス管理の手間を削減

教育機関向けや官公庁向けの
ライセンスプログラムも提供

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
ラ
イ
セ
ン
ス

ソフトウェアライセンス
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アドビシステムズ株式会社(以下ア

ドビ)の新ライセンスプログラム

『Adobe Open Options 4.5』は、ア

ドビ製品のソフトウェアをインストー

ルして使用する権利を販売するもの

で、今回から一般法人向けや教育機関

向けでも1ライセンスからライセンス

プログラムのメリットを享受できるよ

うになった。また、旧マクロメディア

社の製品にも同じライセンスプログラ

ムが適用される。例えば、これまでマ

クロメディアの製品は旧バージョンへ

のダウングレード使用が認められてい

なかったが、アドビ製品と同様に申請

可能となった。取引先と同じバージョ

ンの製品を揃えてプロジェクトを円滑

に進めたい場合などに有効だ。

新ライセンスプログラムの主な特長

は下表の点がある。まず、導入する製

品のライセンス数に応じてポイントが

加算され、その合計数によって価格レ

ベルが決定される。つまり、ライセン

スポイントが増えるほど割引率が高く

なる。次に、ソフトウェアの運用の手

間を軽減できることだ。ひとつのシリ

アルナンバーと1枚のCD-ROMで複

数のPCへインストールすることがで

きるので、ユーザー登録を個別に行う

煩雑さが解消される。三つ目は、部材

の保管スペースを大幅に削減できる

ことだ。

四つ目に最も大きな特長として、

OS環境の変更に柔軟に対応できるこ

とだ。パッケージ製品の場合は購入

時にOSが限定されてしまうが、ライ

センス製品は、最初からMac版と

Windows版の両方のシリアル番号を

配布しているので、Ma c版から

Windows版へ、あるいはWindows

版からMac版へライセンス数の範囲

内で容易にプラットフォームを移行す

ることができるだ。

五つ目は、オプションで『アップグレ

ードプラン』を別途購入することによ

り、契約期間中ならいつでも最新バー

ジョンへアップグレードできること。そ

して六つ目は、ポイント数の範囲内で

アドビ製品を自由に組み合わせてライ

センス購入できることである。この発

注の柔軟性は、他社のライセンス制度

にはないメリットだといえるだろう。

『Adobe Open Options 4.5』に

は、2つのプログラムが用意されて

いる。このうち『Transactional

License Program 4.5』（以下TLP）

は、日本国内のひとつの一般法人に対

して適用されるライセンスプログラム

で、導入する製品の種類や数に応じた

多彩な組み合わせに対応し、1度の発

注時のポイント合計に応じて3段階の

価格レベルでディスカウントされる

（表1）。1ライセンスから購入でき、

購入申込書を提出するだけなので小

企業の導入規模に合わせた
2つのライセンスプログラム

導入コストや運用管理を
軽減する主なメリット

アドビシステムズ株式会社は、昨年12月にマクロメディア社を買収し、多様性に優れた革新的な製品を数

多く保有する世界有数のソフトウェア企業として新たなスタートを切った。これに伴い、今年1月から新ラ

イセンスプログラム『Adobe Open Options 4.5』を導入し、より多くの導入メリットがもたらされる

ようになっている。そのライセンスメリットについて詳しく紹介する。
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第19回　アドビシステムズ株式会社

アドビ製品を自由に組み合わせて購入できる
新ライセンスプログラム『Adobe Open Options 4.5』
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導入するライセンス数が増えるほど割引率がアップ 
導入されるライセンス数をポイントに換算し、ポイントの合計数によって価格レベルが決定する 
なお、ポイント数は製品によって異なるので、右サイトから最新のポイント表で確認が必要。　http://www.adobe.co.jp/aoo

ソフトウェア運用の手間が軽減できる 
アドビライセンスプログラムでは、ひとつのシリアルナンバーと1枚のCD-ROMで複数のPCにインストールが可能なため、ユーザー登録を個別に行う 
煩雑な作業が軽減でき、ライセンスプログラムを利用してアップグレードすることで、すでに所持しているパッケージ製品のライセンスも一元管理できる 

部材の保管スペースを大幅に削減 
CD-ROMやユーザーマニュアルは必要な数だけ購入できるので、余分なパッケージやマニュアルを保管･管理
する必要がなく、スペースを削減できる 

OS環境を変更して使用することが可能 
Mac版からWin版へ、あるいはWin版からMac版へライセンス数の範囲以内で容易にプラットフォームを移行
することが可能になる 

常に最新バージョンが利用可能 
『アップグレードプラン』を別途購入すれば、常に最新バージョンのアドビ製品を利用できる 

オーダーの組み合わせは自由 
本プログラムは、ほとんどのアドビ製品を対象としているため、製品カテゴリーにかかわらず、自由に組み合わせてオーダーできる。
新規ライセンスとアップグレードライセンスを組み合わせたり、Win版とMac版を混在して利用することも可能になっている 

◆ライセンスプログラム6つのメリット ◆TLP4.5・CLP4.5比較表

1ポイント～ 購入するライセンス数は
どのくらいか？ 

中堅、中小企業向け 

40,000ポイント～ CLP 4.5
大企業グローバル企業向け 

TLP 4.5TLP 4.5

CLP 4.5

一般法人 

※教育機関・官公庁向けプランも
異なるポイント数にて提供して
いる 

CLP 4.5TLP 4.5     

 各プログラムが想定している環境   

  導入規模 中堅・中小規模の企業から部門、ワークグループ、大企業 大企業およびグローバル企業 

 概　要   

  価格レベルの決定 オーダー毎の合計ポイント数で価格レベルを決定  

 

 

  使用開始 ライセンス取得後、インストールして使用可能 製品ごとにライセンスを取得後、インストールして使用可能 

  シリアルナンバー    

 

  契約の有効期間 － 2年間 

     

  アップグレード   

    

   

  マルチプラットフォームの使用権 可（Windows版、Macintosh版のみ） 同左 

  すでに保有している  
  ライセンスの取り扱い 
 

   

  ポイントの累計システム なし あり。毎月25日にライセンスシステムでポイントレビュー  

最低発注単位以上であれば、保有するライセ
ンス数の一部だけでもアップグレードできる。
アップグレードプランを付加することも可能 

旧バージョン：ライセンス価格にて最新バージョンに
アップグレードすることによりポイントに加算可能 
最新バージョン：アップグレードプランを付すことで
購入ポイントに加算可能 

旧バージョン：同左  
最新バージョン：一定期間内にアップグレードプ
ランを付すことで購入ポイントに加算可能 

契約時の初回オーダーポイントで価格レベルを決
定。契約期間中の購入累計ポイントが次の価格レ
ベルに達していた場合、そのレベルを翌月より適用 

製品を取得後、その製品のシリアルナンバー 
（マスターシリアル）を提供  

製品毎、OS毎1つのシリアルナンバーで 
インストール可能  

保有するライセンス数の一部だけでもアップグレード
できる。また、過去に購入したライセンスについても、
それらが最新バージョンであれば、CLP契約締結後、
半年以内なら「アップグレードプラン」の購入が可能 

CLP 4.5TLP 4.5

 

◆ポイント数により選べるプラン

表1：TLP価格レベル（企業向けプログラム） 表2：CLP価格レベル（企業向けプログラム） 

 レベル ポイント数 

 0 1 ～ 1,499 

 1 1,500 ～ 24,999 

 2 25,000 ～ 49,999

 レベル ポイント数 

 1 40,000 ～ 99,999 

 2 100,000 ～ 224,999 

 3 225,000 ～ 349,999 

 4 350,000 ～ 


